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米国・カナダ市場のビジネスチャンスを探る 

世界主要国・地域の最新経済動向セミナー報告 北米 

 

 2017年 12 月 26 日 

ジェトロ海外調査部米州課 課長代理 

中溝 丘 

 

ジェトロは 12月 4日、北米最新経済動向セミナーを東京で開催した。ニューヨーク事務所

の田中博敏所長が日系企業の北米ビジネストレンドを説明し、その後、北米 7 事務所の所

長や次長が米国各地域やカナダの消費市場としての魅力や産業集積・立地環境について紹

介した。各講師の講演内容のポイントを紹介する。 

 

＜基調講演＞ 

「日本企業の北米ビジネストレンド」 

ニューヨーク事務所長 田中 博敏  

 

米国経済は 7 年連続のプラスとなり、堅調な個人消費に支えられ、緩やかな成長が続いて

いる。個人消費では、ネット販売を含む無店舗小売などを中心に増加している。衣料品・

服飾雑貨などでネット販売が伸びているが、最近は、ネット販売中心の企業による実店舗

展開の動きもみられる。  

 

地域別にみると、特に西部、南部では自然増と国内外からの転入により人口が増加し、国

内総生産（GDP）成長率も高い伸びを示している。所得水準は、ニューヨーク州および周

辺州やカリフォルニア州で相対的に高いが、都市圏別にみると、高所得地域は中西部や南

部にも分散している。また、地域によって人種構成も多様で、きめ細かなマーケティング

が必要である（図 1参照）。 

 

 

 

 

 

 

地域分析レポート 
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日本は英国、カナダに次ぐ対米投資国で、日系企業の進出は高い水準で継続している。州

別ではカリフォルニア州やテキサス州が多く、業種別では自動車関連の投資が目立つ。  

 

トランプ政権の通商政策は 2国間通商交渉へシフトし、北米自由貿易協定（NAFTA）再交渉

は、米国側のサンセット条項の導入や、自動車の原産地規則の厳格化などの厳しい要求か

ら、先行き不透明な状況。税制改革法案は下院に加え、上院でも可決した。法人税の引き

下げ時期や所得税率区分などで下院案と上院案は異なり、一本化作業が必要だが、上院案

に沿った形でのすり合わせであれば、早期に成立する可能性がある。 

 

 

＜各論（第 1部）：世界最大の消費市場としての魅力＞ 

「米国北東部経済の動向と最近の進出事例」 

ニューヨーク事務所次長 若松 勇  

 

「ニューヨークは米国ではない」と言われる。ニューヨーク市では、市民の約 4 割は外国

生まれであるうえ、ヒスパニック系、アフリカ系市民がそれぞれ 3割、2割を占めるなど、

多様な人種で構成されているのが、その大きな理由だ。  

 

ニューヨークのある北東部には、コネチカット州、マサチューセッツ州、ニュージャージ

ー州など 1 人当たり平均所得の上位州が多くあり、日本企業にとって有望な市場を提供し

ている。ニューヨーク都市圏の GDP は 1.6 兆ドル規模で、韓国やロシアを上回る。実際、

ニューヨークを攻める日本企業は後を絶たない。最近では、立ち食いステーキ、おにぎり、

理容店など、現地にはない日本らしいサービスを提供する企業が注目を集めている。  

 

また、ニューヨークは「世界第 2 の起業都市」に変貌しつつある（図 2、3 参照）。金融、

不動産、ファッション、メディアなど、多様な産業と IT技術を組み合わせて新しいサービ
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スを提供する「ハイフンテック」が多く生まれている。数は多くないものの、日本人起業

家によるニューヨークでのビジネス展開事例も出始めている。 

 

 

 

 

「成長市場として注目集めるテキサス州」 

ヒューストン事務所長 黒川 淳二  

 

日本企業の進出先としてテキサス州が注目されている。理由は（1）地理的な好条件、す

なわち米国の中央に位置し、米国内はもとより中南米地域へのアクセスが良好であること、

（2）労働力や消費の担い手となる人口が豊富であること、（3）不動産やエネルギーなど

ビジネスや生活面でのコストが安いこと、さらに、（4）他州と比べて州の法人・個人所得

税がないこと、などによる。  

 

州内に本社をおく米国フォーチュン 500 企業は 50 社に達する。ジェトロの調査でも、「今
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後 2～3 年で拡大を期待する地域」としてテキサス州は 3年連続トップを独占し、進出日系

企業の期待を集めている（表 1、2 参照）。このため、日系企業による本社機能の州内への

移転・新設が相次ぐ。 
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産業別にみると、ヒューストン経済圏にはエネルギー企業の集積が多いが、上流の石油ガ

ス採掘や精製に加えて、最近では石油化学分野、液化天然ガス（LNG）輸出のための用船

需要など、バリューチェーンが拡大している。また、ダラス・フォートワース経済圏では、

北米トヨタの本社が位置するプレイノ、ハイテク産業が集積するリチャードソンなど、経

済エリアが北方へと拡大している。これに伴い日系スーパー、回転ずし、書店など外食産

業・サービス産業の進出も相次いでいる。  

 

「食品・サービス産業のゲートウェイ（米国西部）」 

ロサンゼルス事務所長 西本 敬一  

 

カリフォルニア州の人口は約 4,000万人で全米 1位、GDPは 2兆 6,020億ドルで世界第 6位

の規模。レストラン数は約 7 万軒、日本食レストランは約 4,000 軒あり、米国西部は食

品・サービスのゲートウェイとなっている。  

 

米国の農林水産物・食品の輸入状況をみると、日本のプレゼンスが低く、日本からの輸出

を拡大するためには、非日系市場開拓がポイントとなる。非日系市場開拓の第 1 の鍵はタ
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ーゲット・マーケティングで、平均世帯年収が高く、アジア系住民が多い定番都市以外の

注目都市をいかに攻めるかが重要だ。カリフォルニア州クパチーノの平均世帯年収は 10万

ドルを超え、中国系比率は 23.3%で、ミルピタスの平均世帯年収 8万 5,000ドルで、ベトナ

ム系が 13％集積している（表 3参照）。 

 

 

 

第 2 の鍵はマーケット・クリエーション。例えば、米国人はそもそも焼酎を知らないため、

まずはシェフ、バーテンダー、ブロガーとともに知名度を上げていく。みそ汁については、

菜食主義者にビーガンスープとして PR し、E コマースを活用するなど、商品の売れる市場

を自ら作り出すことが必要。 

 

 

＜各論（第 2部）：恵まれた産業集積・立地環境＞ 

「再評価が進む製造業基盤：研究開発から生産まで幅広い分野に強み」 

シカゴ事務所長 ラルフ・インフォザート  

 

多くの米国企業は日本の製品や技術が素晴らしいことを認識しているものの、より良い関

係を築くためには日本の高い技術力と同じくらい、人材（担当者）を育成することが重要
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だと米国企業の担当者は口をそろえる。  

 

ビジネス英語で自社製品の技術的な内容を簡潔に説明できる能力や自社のグローバルな生

産体制への深い理解など、効果的に商談を進められる人材が求められている。  

 

シカゴ事務所次長 渡邉 尚之  

 

日系企業は中西部 12 州で 2,372 社が 25 万人を雇用。雇用創出等による地元経済への貢献

は日本が最も高く、2016 年のジェトロ調査では 8割の企業が黒字を見込む。2016年春ごろ

からは直接投資の相談も増加している傾向だ。  

 

各州政府は企業誘致を競っており、企業の個別具体なニーズに応じて即座に即応性のある

対応をとるなど、企業誘致のプロフェッショナルと言える（表 4参照）。進出に当たっては

幅広に検討し、州のインセンティブを引き出すことも重要と考えられる。  

 

一方、昨今の日系企業を取り巻く環境としては、雇用市場の逼迫（ひっぱく）やビザ発給

が厳しくなっているとの意見も聞かれる。  

 

「一層高まる『ビジネスしやすい場』としての魅力」 

アトランタ事務所長 森 則和  
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「ビジネスしやすい州別ランキング」調査で米国南東部は常に上位を占める。「サイトセ

レクション」誌では上位 10州のうち 5州（ジョージア、ノースカロライナ、テネシー、サ

ウスカロライナ、アラバマ）が南東部州である（表 5 参照）。理由は（1）低い労働組合組

織率、安価な労働コストに代表される労働力、（2）乗降客数世界最大のアトランタ国際空

港、貨物取扱量全米第 4 位のサバンナ港など、充実した物流インフラ、（3）低い法人税率、

積極的な税額控除に代表される州政府・自治体による積極的な企業誘致など、による。 

 

 

 

産業別では各州とも自動車産業の集積が厚いことが最大の特徴だ。日産、ホンダ、トヨタ

など日系企業、起亜、現代など韓国企業、メルセデスベンツ、BMW、フォルクスワーゲン、

ボルボ、ポルシェなど欧州系企業の進出に伴い、自動車部品企業が多く集積している。ま

た、ボーイング 787 組立工場があるサウスカロライナ州では東レがボーイング社向け炭素

繊維の工場を新設中だ。また進出日系企業の多くは、フロリダ州沿海部に立ち並ぶ高級コ

ンドミニアムに代表されるハイエンド市場での高級子供服の販売、大型農機、オフロード

バギーなど日本ではみられない魅力的な市場を開拓している。加えて、アトランタにはフ

ィンテックやエンターテインメント産業など新しい企業の集積も進んでいる。  

 

「米国発イノベーションの最新動向」 

サンフランシスコ事務所長 中沢 則夫  

 

シリコンバレーには名だたる IT 企業が集積し、全米のベンチャーキャピタルの投資額の 4

割以上が集まるなど、ビジネスを行う魅力が多い（図 4参照）。新しい産業・サービスも生

まれ、破壊的イノベーションが日常的に起きている。また、成功した起業家が、その後エ
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ンジェル投資家となり、後進を育てるという好循環もある。 

 

 

ただし、このイノベーションエコシステムも万能ではなく、課題もある。顕著なのは、人

件費や賃料などコストの高騰だ。新卒エンジニアの年収は 20万ドル程度と、日本の役員級

になっている。賃料の高さは全米有数だ。また、シリコンバレーには何にでも挑戦できる

風土がある一方、コアな情報が集まるインナーサークルに入り込むには、紹介してもらえ

る人脈を必要とするなど、華やかだけではない厳しい世界もある。  

 

シリコンバレーには、2,000 社を超える町工場がある。日々生まれる新しいコンセプトを

形にするための試作工場の需要もある。産業別の GDP をみても、製造業は、金融・保険、

専門・ビジネスサービスに次いで 3 番目に大きい。製造業の拠点ととらえることで、日本

のものづくり企業にとっての魅力があることも最後に強調したい。  

 

「日加ビジネス：そのポテンシャルをいかに生かすか？」 

トロント事務所長 酒井 拓司  

 

カナダは 10の州と 3の準州から成り、トロントは人口 279万人の北米第 3位の都市で多く

の国から移民が流入し、「人種のモザイク」とも呼ばれている。カナダの移民の特徴は、

インド、中国、フィリピンなどアジア系の割合が高い。  

 

カナダ経済は好調で、国際通貨基金（IMF）の世界経済見通しによると、2017年は 3.0％の

GDP 成長が見込まれる。自動車産業は米国中西部からオンタリオ州まで一つのサプライチ
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ェーンでつながり、米自動車大手 3 社とともに、トヨタ、ホンダもカナダで自動車を生産

している。ケベック州には航空宇宙産業、西部は資源エネルギーや林業が盛んだ（図 5 参

照）。 

 

日系企業の最近の進出事例としては、東明工業、富士通研究所、三井ハイテックなどが新

規拠点を設立している。サービス分野では、ユニクロ、牛角、無印良品などが進出してお

り、最近は米国市場で成功後にトロントに進出するケースが増えている。カナダ市場での

成功要因として、アジア系移民が移住する前から日本の商品を気に入っており、日本ブラ

ンドが評価され、SNS で人気が広がっていることが挙げられる。日本酒のカナダへの輸出

量も伸びており、量より額の伸びが高い。中国系移民などが主に高額の日本酒を購入して

いる。 
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